令和３・４年度物品指名競争入札参加資格審査申請要領
令和３・４年度において、玉名市が行う物品購入に係る指名競争入札への参加資格取得希望者は、次の事項に留意のうえ、申請書及び添付書類を提出してください。
なお、書類がすべて揃った時点で申請受理となります。修正や不足がある書類は受理できませんので、指示に従い迅速かつ誠実に対応をお願いします。概ね７日以内に対応されない場合、申請の意思がないものとみなし、不受理といたします。
１．申請書の受付期間

令和３年１月６日（水）から令和３年２月２６日（金）まで
（土・日・祝日除く）
　　午前８時３０分から 午後４時３０分（最終日は午後５時）まで
　　　（正午から午後１時までを除く）
＊なお、玉名市内に本社又は営業所等を有する者（本社・本店から委任を受けた支店・営業所等を含む）（以下「市内業者」という。）については直接持参又は郵送にて、市内業者以外の者（以下「市外業者」という。）については、郵送での申請のみ受け付けます。この場合は到着日を申請日とし、２月２６日到着分で締め切ります。
２．資格の有効期間

令和３年４月１日から令和５年３月３１日まで
３．提出先
〒865-8501 玉名市岩崎１６３番地
玉名市役所 契約検査課　契約検査係　　
電話 0968-75-1125　 FAX 0968-74-1201
４．資格審査の申請ができない者
（１）入札に係る契約を締結する能力を有しない者並びに破産者で復権を得ない者
（２）申請の受付開始日前１年間に次のことに該当する事実のあった者

　　ア．契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者
　　イ．競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を妨害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者
　　ウ．落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者
エ．地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者
オ．正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
カ．前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者
（３）令和３年１月１日現在において、引き続き１年以上その事業を営んでいない者

（４）国税及び地方税に未納がある者

（５）営業に関し、許可、認可等を要する場合において、これらを得ていない者
　（６）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者
５．提出書類
	
	市内業者
	市外業者

	書　　　　類
	発行所
	法人
	個人
	法人
	個人

	物品指名競争入札参加資格審査申請書（様式第1号）
	玉名市
	○
	○
	○
	○

	営業概要（様式第2号）
	玉名市
	○
	○
	○
	○

	営業所一覧（様式第3号）
	玉名市
	○
	○
	○
	○

	登記事項証明書（法人の場合）
	法務局
	原本
	－
	写し
	－

	身分証明書（個人の場合）
	市町村
	－
	原本
	－
	写し

	印鑑登録証明書
	法務局又は市町村
	原本
	原本
	写し
	写し

	納税証明書（税の未納のない証明書）
	
	
	
	
	

	　国税
	税務署
	原本
	原本
	写し
	写し

	　都道府県税
	都道府県庁
	原本
	原本
	写し
	写し

	　市町村税
	市町村
	原本
	原本
	写し
	写し

	営業許可、認可等証明書
	
	△
	△
	△
	△

	代理・特約店を証明する書類
	
	△
	△
	△
	△


△印については、ある場合のみ写しを提出
　（該当税目）
	税　　　目
	法人
	個人
	留意事項

	国　税
	法人税
	○
	－
	法人：「法人税及び消費税及び地方消費税について未納税額のない証明」
（様式：その３の３）
個人：「申告所得税及び消費税及び地方消費税について未納税額のない証明」（様式：その３の２）

	
	申告所得税
	－
	○
	

	
	消費税及び地方消費税
	○
	○
	

	県　税
	事業税（法人・個人）
	○
	○
	県税の「納税証明書（未納の税額がない旨の証明）」を提出。
発行されない場合に限り、直近1年分の納税証明書

	
	法人県民税
	○
	－
	

	
	自動車税
	○
	○
	

	市　税
	法人市民税
	○
	－
	市税の「滞納（未納）のない証明書」を提出。
発行されない場合に限り、直近1年分の納税証明書

	
	個人市県民税
	－
	○
	

	
	固定資産税
	○
	○
	

	
	国民健康保険税
	－
	○
	

	
	市県民税特別徴収義務者
	○
	－
	

	
	軽自動車税
	○
	○
	


　　●各種証明書類については、申請受理日前３ヶ月以内に発行されたものに限る。
●税の未納のない証明書が発行されない自治体においては、直近1年分の納税証明書
●営業許可、認可等証明書及び代理・特約店を証明する書類は、全て写しで可。
　　●支店・営業所等に委任する場合は、委任先分の証明書も提出すること。
　　●個人事業者の納税証明書は、代表者の名義分を全て提出すること。
６．記載留意事項
（１）物品指名競争入札参加資格審査申請書
イ．「新規・継続」…2019・2020年度において、玉名市の物品入札参加有資格者であった場合は「継続」、それ以外は「新規」に○を付ける。
ロ．この申請書は委任状も兼ねているので、支店・営業所等へ入札、見積、契約締結、納品、代金請求及び領収並びに復代理人の選任に関する一切の権限を委任する場合は必ず記入、押印するとともに実印及び使用印鑑は鮮明に押印すること。

　　　なお、申請後に委任をしたい場合は、別紙様式の委任状を提出すること。
　　ハ．個人経営の場合及び会社印と代表者印を兼ねた印鑑を使用する場合の使用印鑑は、代表者印のみの押印で可。
（２）営業概要
イ．「希望する営業品目」…別紙営業種目表を参照のうえ記入すること。取扱品目は、例を参考に実際に取扱う品目を記入すること
ロ．「営業許可、認可等証明書」…希望する営業品目が法令に基づく営業に関する許可、登録、認可及び届出等を必要とするものに限り記載すること。
ハ．「代理・特約店契約をしているメーカー名」…希望する営業品目と関係のあるもののみ。「主な取扱いメーカー名」についても同様とする。
ニ．「納入実績」…年度毎、団体毎に合計金額を記入する。
ホ．「創業」…組織変更又は営業の承継が行われ、かつ、現企業と前企業とが同一性
を保持している場合は、前企業の創業時をまた、企業の合併が行われた場合は、
合併前の各企業のうち最も古いものの創業時を記載する。
ヘ．「営業年数」…１年未満の期間は切り捨てる。

ト.「常勤職員数」…法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、個人にあっては
事業主を含めたものを、組合にあっては組合の役職員と組合員の常勤職員との合
計。
　　チ．「決算」…各年度の総売上高を記入し、その下にカッコ書きで当期純利益を記入する。
（３）営業所一覧
イ．「本社・本店」及び「申請をする支店又は営業所」欄のカッコ内には担当者名を記入する。
　　ロ．店舗が一つしかない場合は、「本社・本店」の欄を記入し、「申請をする支店・
営業所」は空欄とし「営業所総数」の欄に “0”と記入する。

ハ．別様式で作成しているものがある場合は、「本社・本店」「申請をする支店・営業所」「支店・営業所総数」を記入し、Ｎｏ１の支店・営業所名の欄に “別添”と記入する。
（４）その他
　　　イ．この申請書の記入は、インク又はボールペンを使用し、記入する数字は全て算
用数字を使用すること。
ロ．訂正は二本線で消し、訂正印（実印）を押印のこと。
７．提出時の注意事項
●提出書類はＡ４縦形とし、提出書類一覧の順番にクリップ留めで提出すること。
●資格審査結果の通知用として、住所商号等宛先を記載した返信用封筒に、所定の切手を貼って提出すること。提出がない場合、結果をお知らせできません。
なお、電話でのお問い合わせにはお答えできかねます。
８．物品指名競争入札参加資格審査申請変更届について
　　物品指名競争入札参加資格審査申請書を提出後、同申請書及びその添付書類に記載した事項について変更があったときは直ちに「物品指名競争入札参加資格審査申請書変更届」により下記の添付書類とともに届け出ること。
	変更事項
	添　　付　　書　　類

	商号又は名称
	登記事項証明書、印鑑登録証明書

	住所
	本社＝登記事項証明書　委任している支店・営業所＝委任状

	代表者
	登記事項証明書、委任状

	委任先
	委任状

	代理店・特約店
	追加＝代理店・特約店証明　　削除＝変更届のみ

	実印
	印鑑登録証明書

	使用印
	変更届のみ


　　　＊　登記事項証明書及び各証明書については、市内業者は全て原本、市外業者は写しでも良い。
９．廃業の届出について
入札参加有資格者が解散又は廃業したときは、２０日以内に廃業届を提出すること。
詳細については、下表（該当税目）参照
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